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◎群馬県告示第１９６号 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規定により、次の区

域を急傾斜地崩壊危険区域に指定した。 

  令和８年９月４日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   

伊香原１－２地区急傾斜地崩壊危険区域 

 群馬県沼田市利根町平川字伊加原の区域内の土地のうち、次の１点から９点までを順次結んだ線及び１点と９点

を結んだ線に囲まれた土地の区域 

１点 北緯３６度４３分４９秒０３９５ 

    東経１３９度１３分３６秒３５４０ 

２点 北緯３６度４３分４８秒１５５３ 

    東経１３９度１３分３５秒７０９３ 

３点 北緯３６度４３分４７秒９８４４ 

    東経１３９度１３分３４秒８９５６ 

４点 北緯３６度４３分４６秒４８６８ 

    東経１３９度１３分３３秒６３８９ 

５点 北緯３６度４３分４４秒６０４８ 

    東経１３９度１３分３２秒７９４６ 

６点 北緯３６度４３分４５秒１８８１ 

    東経１３９度１３分３０秒９７０８ 

７点 北緯３６度４３分４５秒３２６７ 

    東経１３９度１３分３０秒６１０３ 

８点 北緯３６度４３分４６秒７０９７ 

    東経１３９度１３分３１秒１０９６ 

９点 北緯３６度４３分５０秒０９３８ 

    東経１３９度１３分３３秒７０５０  

この関係書類は、群馬県県土整備部砂防課及び群馬県沼田土木事務所において縦覧に供する。 

 

 

 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第２項の規定により検査済証を交付したので、次の開発行為

に関する工事が完了した旨を公告する。 

  令和８年９月４日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   
 

番号 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

１ 佐波郡玉村町大字板井字三分一８９２－５、８
９４－９、８９６－３、８９８－３、８９９－

東京都杉並区上荻一丁目２番１号 
アイディホーム株式会社 代表取締役 兼井雅史 

■ 公  告 

■ 告  示 
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◎監査公表第１１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づく住民監査請求について、同条第５項の

規定により監査の結果を次のとおり公表する。 

  令和８年９月４日 

                                                                   群馬県監査委員 石 原 栄 一 

同       平 田   稔 

同       金 子   渡 

同       秋 山 健太郎 

 

 群馬県職員措置請求監査結果 

第１ 請求に対する判断 

１ 本件措置請求のうち、群馬県立歴史博物館長に対して勧告を求める部分を棄却する。 

２ 群馬県教育委員会に対して勧告を求める部分を却下する。 

第２ 請求人 

住所 高崎市（以下省略） 

氏名 省略 

第３ 請求書の提出 

令和８年６月２２日 

なお、請求人から、同月２９日に追加事実証明書が提出された。 

また、請求人に対し、同月３０日に補正を求め、同年７月６日に補正が行われた。 

第４ 請求の内容 

１ 請求の要旨 

群馬県立歴史博物館（以下「歴史博物館」とする。）において実施された「春の特別展 金井沢碑建立１３

００年記念 金井沢碑 １３００年の時を超えたメッセージ」（展示期間：令和８年４月１０日～６月７日）に

係る展示物作成費、図録印刷、広報物作成・配布等に要した公金支出及び将来の同種支出が違法又は不当であ

るとして監査を求めるものである。  

当該展示について、歴史解釈及び現代語訳が学術的根拠を欠くにもかかわらず、これを事実として断定的に

示し公費を投入して普及している点に問題がある。  

（1）展示内容決定過程の不合理 

 当該展示のパネルや図録では、多胡碑の「羊給」及び金井沢碑の「天地誓願」の歴史解釈が確定的事実 

であるかのように示されており、群馬県が編纂した『群馬県史』においては慎重な見解又は否定的な見解 

が示されているにもかかわらず、それらが十分に反映されていない。 

また、展示内容は歴史博物館自ら独自の学術的検証が行われておらず、高崎市のホームページに依拠して

おり、展示内容決定過程には合理性を欠く点がある。 

（2）行政機関による検証責任の欠如 

■ 監査委員公告 
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展示内容等に関する照会に対して、群馬県文化財保護課（令和７年度当時の組織名。以下「県文化財保護

課」とする。）及び群馬県教育委員会（以下「県教育委員会」とする。）は判断自体を行わない、又は所 

管外であるとして判断を示さず、行政機関相互において検証責任を回避している構造がある。  

（3）公金支出の違法又は不当性 

上記のような根拠不明確な展示内容を前提として展示物作成、図録制作、広報等に公金が支出されている

ことは、地方自治法第２条第１４項（最小経費最大効果）の趣旨に反し、公金の不当な支出に当たり、行 

政の裁量権の逸脱又は濫用がある。 

以上により、地方自治法第２４２条第１項に基づき、群馬県立歴史博物館長（以下「館長」とする。）及び

県教育委員会に対し、当該展示及び関連する図録や広報物等の使用・配布並びに今後の同種事業に係る公金支

出の停止（差止め）、展示に関与した関係職員について公金支出に係る損害（浪費分）の補填や必要に応じた

損害賠償請求の検討を求める。  

２ 事実証明書（表題の記載がない書類等については、当監査委員において補足した。） 

（1）事実証明書１ 金井沢碑建立１３００年記念特別展における歴史解釈の根拠に関する質問書 

（2）事実証明書２ 金井沢碑建立１３００年記念特別展における歴史解釈の根拠に関する質問書について（回

答） 

（3）事実証明書３ 高崎市公表「上野三碑」現代語訳の妥当性に関する群馬県としての見解及び指導の要請 

（4）事実証明書４ 特別史跡「上野三碑」を巡る不適切な情報発信及び指導要請への未回答に関する督促等 

（5）事実証明書５ 高崎市公表「上野三碑」現代語訳の妥当性に関する群馬県としての見解及び指導の要請に

係る回答（県教育委員会総務課、義務教育課及び高校教育課） 

（6）事実証明書６ 高崎市公表「上野三碑」現代語訳の妥当性に関する群馬県としての見解及び指導の要請に

係る回答（文化財保護課） 

（7）事実証明書７ 『群馬県史 通史編２』及び『群馬県史資料編４』の該当ページ（多胡碑・金井沢碑の慎

重記述箇所） 

（8）事実証明書８ 前橋地方裁判所における判決書（令和７年（行ウ）第１３号） 

（9）事実証明書９ 控訴状（令和８年４月２０日付 東京高等裁判所提出書面） 

（10）事実証明書10  控訴理由書（令和８年５月１５日付 東京高等裁判所提出書面） 

（11）事実証明書11 「歴史解釈の根拠に関する質問書（第２弾）」(令和８年６月２９日付・群馬県立歴史博

物館長宛発信書面) 

（12）事実証明書12 「口頭意見陳述における処分庁等への質問書」(令和３年４月６日付・群馬県知事宛提出

書面) 

（13）事実証明書13 「上記質問書に対する群馬県立歴史博物館長からの回答書面」(令和８年３月１９日付) 

（14）事実証明書14 「古代歴史裁判・みんな裁判員！＜民事調停申立書・紛争の要点＞一式・全」(平成３１

年４月２日付・高崎簡易裁判所提出書面) 

（15）事実証明書15 「『群馬県史』からの参照箇所について」に関する補足・追加資料 

（16）事実証明書16 「誰に対する措置請求なのか」について 

（17）事実証明書17 財務会計上の行為が違法又は不当であるとする理由について 

（18）事実証明書18 群馬県に与えた損害について 

第５ 補正について 

１ 補正依頼 

本件措置請求については、地方自治法第２４２条第１項に規定する請求の要件を具備しているかどうか判断
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するに当たり不明な点が存在したことから、請求人に対し、令和８年６月３０日付けで補正依頼通知を送付し、

同年７月６日に補正書が提出された。 

２ 補正書の内容 

（1）請求人本人の自署について 

「措置請求書」の請求者氏名欄に記名されていたが、自署されていなかった。地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１７２条第２項及び地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１３条 

の規定により、請求人は氏名を自署する必要がある。 

（請求人の回答）：請求人の自署が提出された。 

（2）参照文献名について 

参照文献名が措置請求書と事実証明書７で記載が異なっているため、確認する必要がある。 

（請求人の回答）：事実証明書７の記載が正しいことが示された。 

（3）誰に関する措置請求かについて 

本件措置請求書には、監査対象として「群馬県」、「歴史博物館」、「館長等の関係職員」と記載されて

おり、誰に関する監査請求か不明瞭であるため、今回の措置請求は、監査委員が、誰に対して必要な措置 

を勧告することを求めるものなのかを確認する必要がある。 

（請求人の回答）：事実証明書１６の提出によって示された。 

（4）財務会計上の行為が違法又は不当であるとする理由について 

本件措置請求書には、「客観的根拠の検証を相互に拒絶し合いながら、県民の税金を漫然と投入して「根

拠不明確な歴史情報」を普及・展示・印刷し続ける行為は、財務会計上の重大な違法・不当行為（裁量権 

の逸脱・公金の浪費）と言わざるを得ない。」と記載されていたが、請求人は、違法又は不当とする財務 

会計上の行為について、なぜそれが違法又は不当であるのか、その理由を明確にする必要がある。 

（請求人の回答）：事実証明書１７の提出によって示された。 

（5）群馬県に与えた損害について 

本件措置請求書には、「客観的根拠の検証を相互に拒絶し合いながら、県民の税金を漫然と投入して「根

拠不明確な歴史情報」を普及・展示・印刷し続ける行為は、財務会計上の重大な違法・不当行為（裁量権 

の逸脱・公金の浪費）と言わざるを得ない。」と記載があるが、その結果として群馬県に「どのような損 

害（又は生じるおそれ）」が生じているか、具体的な内容を確認する必要がある。 

（請求人の回答）：事実証明書１８の提出によって示された。 

（6）誰からの勧告を求めるかについて 

誰からの勧告を求めるかが不明瞭であったため、勧告を求める相手方を確認する必要がある。 

（請求人の回答）：監査委員からの勧告を求める旨が示された。 

３ 補正依頼期間の取扱いについて 

監査委員が措置請求書に記載された不明部分を確認するために補正を求めることは、適正な監査の実施に当

たり必要不可欠な手順であることから、請求人に対し補正依頼通知を送付した日の翌日（令和８年７月１日）

から補正書が提出された日（同月６日）までの期間については、地方自治法第２４２条第６項に規定する監査

を行う期間（６０日）の計算から除外した。 

第６ 請求の受理 

本件措置請求は、地方自治法第２４２条第１項に規定する要件を具備しているものと認め、令和８年７月１

３日に受理を決定した。 

第７ 監査の実施 
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 １ 監査対象事項 

   歴史博物館における金井沢碑等に関する特別展に係る経費の支出等について 

 ２ 監査対象機関 

   歴史博物館 

 ３ 請求人の陳述及び証拠提出 

令和８年７月２８日、地方自治法第２４２条第７項の規定により、請求人の陳述を聴取した。また、請求人

から事実証明書１９～事実証明書２３が追加提出された。 

（1）陳述の要旨 

請求人は、自ら上野三碑、多胡碑、金井沢碑等に関心を持ち、長年にわたり調査を続けてきた経緯につい

て説明するとともに、高崎市に対する質問、情報公開請求、調停申立て、住民監査請求、住民訴訟等を行 

ってきた経過について述べた。 

また、上野三碑及び多胡碑に関する歴史解釈について、高崎市、歴史博物館その他関係機関の説明には矛

盾又は根拠が不明確な部分があると考えており、その検証を求めてきた旨を述べた。 

さらに、高崎市、歴史博物館及び県文化財保護課等による説明内容に一貫性がなく、関係機関の間で十分

な検証が行われていないとの認識を示した。 

本件で問題としている歴史解釈については、本来、監査や訴訟によって結論を得るべきものではなく、多

くの人々が議論しながら考えるべきものであるとの考えを述べた上で、監査委員に対し、そのような議論 

や検討の必要性について提言を行うよう求めた。  

なお、令和８年７月２７日に提出された陳述書（兼追加書類等提出書）には、県教育委員会のほか、群馬

県文化振興課（以下「県文化振興課」とする。）及び県文化財保護課に対する是正勧告等を求める旨が記 

載されていた。 

（2）事実証明書 

ア 事実証明書19 準備書面(２)「高度な経営知性の記録としての新解釈」 

イ 事実証明書20 請求人 音楽履歴 

ウ 事実証明書21 高崎市文化財保護課「市への意見・提言回答書」 

エ 事実証明書22 行政文書不存在決定通知書 

オ 事実証明書23 裁決書「説明の根拠となる資料は作成していない又は不存在」等 

４ 監査の実施 

令和８年８月５日、歴史博物館に対し、監査委員による対面監査を行った。また、これに先立ち、同年７月

２９日、監査委員事務局職員による事務ヒアリングを行った。 

第８ 監査の結果 

１ 歴史博物館の主張及び説明 

監査対象機関である歴史博物館に対して関係資料の提出及び説明を求めたところ、その概要は次のとおりで

ある。 

（1）展示内容の決定過程について 

本件特別展は、金井沢碑建立１３００年を記念して開催したものであり、展示内容については主担当学芸

員が各種文献及び研究成果を踏まえて原案を作成し、副担当者による確認、主担当学芸員、副担当者及び 

学芸係長で構成する金井沢碑展委員会並びに学芸係内での検討を経た上で、群馬県立歴史博物館特別館長

（以下「特別館長」とする。）及び外部有識者から意見及び助言を受け、館長が決定した。 

（2）展示内容の検討状況について 
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展示内容の作成に当たっては、各種文献、既往研究及び学術的知見を参照しており、高崎市ホームページ

のみに依拠して作成したものではない。 

また、展示パネル、図録その他の展示資料について複数回の確認及び修正を行うなど、内容の検討を重ね

ながら作成した。 

（3）財務会計行為について 

本件特別展に係る展示会場製作委託料、図録制作費、パンフレット制作費その他の支出については、関係

法令、群馬県財務規則等に基づき執行したものである。 

２ 事実関係の認定 

監査対象機関に対する実地監査、関係書類の確認及び説明聴取の結果、次の事実を認めた。 

（1）展示内容の決定過程について 

本件特別展の展示内容は、主担当学芸員による原案作成後、副担当者による確認、主担当学芸員、副担当

者及び学芸係長で構成する金井沢碑展委員会並びに学芸係内での検討を経るとともに、特別館長及び外部 

有識者から意見及び助言を受けた上で館長が決定していた。 

（2）展示内容の検討状況について 

展示内容は、『群馬県史通史編』をはじめとする各種文献及び既往研究を参照して作成されており、高崎

市ホームページのみに依拠して作成されたものではなく、展示パネル及び図録については、館内における 

確認及び修正のほか、特別館長及び外部有識者による意見及び助言を踏まえた見直しが複数回実施されて 

いた。 

また、多胡碑については図録において諸説がある旨を記載し、金井沢碑についても「天地」を神祇信仰に

まつわる言葉として紹介するなど、異なる見解に対する一定の配慮が行われていた。 

（3）財務会計行為について 

本件特別展に係る展示会場製作委託料、図録制作費、パンフレット制作費その他の支出について確認した

ところ、関係法令、群馬県財務規則等に基づいて執行されていた。 

第９ 監査委員の判断 

１ 歴史博物館に係る請求について 

（1）監査委員が判断すべき事項について 

住民監査請求の対象は財務会計上の行為又は怠る事実であり、先行する非財務会計上の行為そのものの当

否を争う制度ではない。（最高裁判所昭和５９年１１月６日第三小法廷判決参照） 

もっとも、最高裁判所平成４年１２月１５日第三小法廷判決では「財務会計行為の前提となる先行行為に

看過し得ない瑕疵が存在し、その結果として当該財務会計行為を行うことが許されない場合には、財務会 

計行為の違法性又は不当性が問題となる場合がある」旨を判示している。 

加えて、歴史資料の解釈及び展示内容の決定は、歴史学及び考古学に関する専門的知見を要するものであ

り、博物館の学芸活動として専門的・技術的判断を伴う事項である。したがって、監査委員が個別の歴史 

解釈又は学説の当否そのものを判断するものではない。 

本件において監査委員が検討すべき事項は、展示内容の決定に当たり必要な調査及び検討が行われていた

か、並びにその決定過程に看過し得ない瑕疵又は著しい不合理が認められるかである。 

（2）展示内容決定過程に看過し得ない瑕疵等があるか 

監査の結果、本件特別展の展示内容は、主担当学芸員による原案作成後、金井沢碑展委員会及び学芸係内

における検討を経るとともに、特別館長及び外部有識者から意見及び助言を受けた上で館長が決定してい 

たことが認められた。 
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また、展示内容は、『群馬県史通史編』をはじめとする各種文献及び既往研究を参照して作成されており、

高崎市ホームページのみに依拠して作成されたものではなかった。さらに、展示パネル、図録等の展示資 

料については、確認、修正及び見直しが複数回実施されていたことが認められた。  

請求人は、展示内容が学術的根拠を欠くこと、学術的検証が十分に行われていないこと等を主張するが、

監査の結果確認した事実によれば、展示内容の決定に当たり、各種調査、文献の参照、館内における検討、

特別館長及び外部有識者による助言並びに展示資料の修正及び見直しが行われていたことが認められる。 

また、本件監査において確認した限りにおいては、多胡碑については図録において諸説がある旨が記載さ

れ、金井沢碑についても「天地」を神祇信仰にまつわる言葉として紹介するなど、異なる歴史解釈に対す 

る一定の配慮が行われていたことが認められる。このことから、本件展示が特定の学説のみを必要な調査 

及び検討を経ることなく断定的に採用したものとまで認めることはできない。 

以上により、本件展示内容決定過程に看過し得ない瑕疵又は著しい不合理があったと認めることはできな

い。 

なお、請求人は、県文化財保護課及び県教育委員会が本件展示内容に関する検証責任を十分に果たしてい

ない旨を主張する。しかし、住民監査請求制度は財務会計上の行為又は怠る事実を対象とするものであり、

仮に関係機関による説明又は対応の当否に関する問題があったとしても、そのことから直ちに本件特別展 

に係る財務会計行為の違法性又は不当性が導かれるものではない。 

また、本件監査において確認した限りにおいては、本件展示内容は歴史博物館において決定されたもので

あり、県文化振興課、県文化財保護課及び県教育委員会がその決定に関与した事実は認められなかった。 

（3）財務会計行為の違法性又は不当性について 

前記のとおり、本件展示内容決定行為に看過し得ない瑕疵又は著しい不合理があったとは認められない。 

また、本件特別展に係る展示会場製作委託料、図録制作費、パンフレット制作費その他の支出について確

認したところ、関係法令、群馬県財務規則等に基づいて適正に執行されていたことが認められた。 

さらに、本件支出は特別展の開催に伴う展示会場の製作、図録及びパンフレットの制作その他展示運営に

要する経費として支出されたものである。 

仮に展示内容の一部について異なる解釈又は現代語訳を採用した場合であっても、特別展を開催する以上、

展示パネル、図録その他展示資料の作成自体は必要であるから、本件支出が個々の解釈又は現代語訳の採 

否のみによって左右される性質のものとは認められない。 

したがって、本件展示内容決定行為を前提として行われた財務会計行為について、違法又は不当であると

は認められない。 

（4）損害の有無について 

本件財務会計行為について違法又は不当であるとは認められない以上、本件措置請求との関係で県に財産

的損害が発生しているとも認められない。 

（5）請求人が求める提言について 

請求人は陳述において、歴史解釈に関する議論を広く行うべき旨の提言を監査結果に記載するよう求めて

いる。  

しかし、地方自治法第２４２条第１項に基づく住民監査請求制度は、財務会計上の行為又は怠る事実につ

いて監査委員が判断を行う制度であり、学術的見解や歴史解釈の当否、あるいはその議論の在り方につい 

て判断する制度ではない。 

したがって、請求人が求める提言は監査委員の判断の対象ではない。 

２ 県教育委員会に係る請求について 
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 住民監査請求は、地方自治法第２４２条第１項に規定する財務会計上の行為又は怠る事実を対象とする制度

である。本件において請求人は県教育委員会を請求の対象としているが、本件特別展に係る展示会場製作委託

料、図録制作費、パンフレット制作費その他の支出に関する財務会計上の権限は歴史博物館に属しており、県

教育委員会が当該財務会計行為の主体であるとは認められない。 

したがって、県教育委員会に係る請求部分は、地方自治法第２４２条第１項に規定する財務会計上の行為又

は怠る事実に係る請求とは認められず、不適法であるから却下する。 

３ 陳述書において追加で示された事項について 

請求人は、令和８年７月２７日に提出した陳述書（兼追加書類等提出書）において、県教育委員会のほか、

県文化振興課及び県文化財保護課に対する是正勧告等を求める旨を記載している。 

しかし、本件措置請求については、措置請求書及び補正書により、歴史博物館が監査対象機関として、館長

及び県教育委員会が措置対象者として特定され、これを受理したものである。 

これに対し、県文化振興課及び県文化財保護課に対する是正勧告の要求は、陳述書において新たに示された

ものであり、本件措置請求の範囲には含まれていない。なお、請求人に対しては、陳述は措置請求書に記載さ

れている請求の要旨を補充する趣旨で行うものである旨をあらかじめ通知している。 

したがって、県文化振興課及び県文化財保護課に対する是正勧告を求める部分については、本件監査請求の

対象として採用しない。 

第１０ 結論 

以上によれば、館長に対する勧告を求める請求については、本件財務会計行為に違法又は不当な点は認められな

い。また、県教育委員会に係る請求については、住民監査請求の対象となる財務会計上の行為又は怠る事実に係る

請求とは認められない。さらに、県文化振興課及び県文化財保護課に対する是正勧告を求める部分は、本件監査請

求の対象として採用しない。 

よって、館長に対する勧告を求める請求は棄却し、県教育委員会に対する勧告を求める請求は却下することとし、

第１の請求に対する判断のとおり決定する。 

 

 

 

 

 次のとおり一般競争入札に付する。 

なお、この公告による調達は、ＷＴＯ（世界貿易機関）に基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第２３ 

号）の適用を受けるものである。 

  令和８年９月４日 

群馬県知事 山 本 一 太   

１ 調達内容 

(1) 入札件名及び数量 納税通知書等作成業務 一式 

(2) 入札件名の特徴等 入札説明書及び仕様書による。 

(3) 履行期間 契約締結日から令和９年１２月３１日まで 

(4) 履行場所 群馬県総務部税務課 

(5) 入札方法 上記(1)の件名に対し入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額の１００

分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるもの

とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

■ 入札公告 
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２ 入札参加資格 次に掲げる要件を満たす者であること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 群馬県財務規則（平成３年群馬県規則第１８号。以下「規則」という。）第１７０条の２第３項の規定によ

り作成された令和８・９年度物件等購入契約資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）の等級区分Ａに登載

されている者であること。 

なお、この公告の日現在で資格者名簿に登載されていない者については、規則第１９０条の２の規定により、

令和８年９月１８日（金）までに群馬県会計局会計管理課に競争入札参加資格審査申請を行い、同年１０月２

日（金）までに資格者名簿に登載されている者であること。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき、更生手

続開始又は再生手続開始（以下「手続開始」という。）の申立てをしていない者であること。ただし、手続開

始の決定後に、入札に参加する資格に支障がないと認められる者は、この限りでない。  

(4) この公告の日から入札日までの間において、規則第１７０条第２項の規定による入札参加制限を受けていな

い者であること。 

(5) 入札日において、物品の購入等に係る有資格業者指名停止等措置要領の規定による指名停止を受けていない

者であること。 

(6) 入札公告日から過去５年間において、本委託業務と同種の業務で、おおむね同程度以上の契約実績を有する

こと。 

(7) 一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク及びＩＳＯ／ＩＥＣ ２７００１（情報セキ

ュリティマネジメントシステム）を取得している者であること。  

３ 入札書の提出場所等 

(1) 申請書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書に関する問合せ先 〒３７１－８５７０ 群馬県前橋

市大手町一丁目１番１号 群馬県総務部税務課税務システム係 電話０２７－２２６－２２０１（ダイヤルイ

ン） 

(2) 入札説明書の交付方法 原則として、群馬県ホームページ（https://www.pref.gunma.jp/site/nyuusatsu/7

69008.html）からのダウンロードによる。なお、群馬県ホームページによる取得が困難な場合等にあっては、

事前連絡の上、上記(1)の場所で交付を受けること。 

(3) 入札説明書の交付期間 令和８年９月４日（金）から同年１０月２日（金）までの日（ただし、上記(1)の

場所で交付を受ける場合は、群馬県の休日を定める条例（平成元年群馬県条例第１６号。以下「休日条例」と

いう。）第１条第１項に規定する休日を除く日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとす

る。） 

(4) 入札参加資格の確認 入札に参加を希望する者は、入札説明書に規定する書類を添付した申請書（以下「申

請書等」という。）を次により提出し、入札参加資格の確認を受けなければならない。 

なお、提出された申請書等について県が説明を求めた場合は、速やかにこれに応じなければならない。また、

入札参加資格確認結果は、令和８年１０月８日（木）までに入札参加資格確認通知書で通知する。 

ア 申請書等の提出期限 令和８年１０月２日（金）午後５時まで（受付日及び時間は、休日条例第１条第１

項に規定する休日を除く日の午前９時から午後５時まで） 

イ 申請書等の提出方法 郵送又は持参とする。 

なお、郵送による場合は、書留郵便とし、上記アの提出期限までに上記(1)の場所に必着のこと。また、

封筒に「納税通知書等作成業務入札参加資格確認申請書類在中」と朱書きすること。 

ウ 提出部数 １部 
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(5) 入札及び開札の日時及び場所 令和８年１０月１５日（木）午前１０時００分 群馬県庁２１階２１１会議

室（郵送による場合は、書留郵便とし、同月１４日（水）午後５時までに上記(1)の場所に群馬県総務部税務

課長宛て親展で必着のこと。また、二重封筒の表封筒に「納税通知書等作成業務入札書在中」と朱書きするこ

と。） 

４ その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金及び契約保証金 免除 

(3) 入札の無効 この公告に示した入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務を履行しなかっ

た者のした入札その他規則第１７６条各号に掲げる入札は、無効とする。 

(4) 契約書の作成の要否 要 

(5) 落札者の決定方法 規則第１６９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行った入札者を落札者とする。 

なお、落札者となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、当該入札者にくじを引かせ、落札者を

決定する。この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるとき又は郵送により入札を行った者

でくじを引くことができないものがあるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない県職員にくじを引か

せるものとする。 

(6) その他 詳細は、入札説明書による。 

５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: YAMAMOTO Ichita, Governor of Gunma 

Prefecture 

(2) Nature and quantity of the services to be required: Preparation of tax notices, etc.1 Set 

(3) Fulfillment period: From contract conclusion date to December 31, 2027 

(4) Fulfillment place: Local Taxation Division of General Affairs, Gunma Prefectural Government 

(5) Time-limit for submission of application forms and attached documents regarding bidding 

qualifications: October 2, 2026 at 5:00 p.m. 

(6) Bidding deadline: October 15, 2026 at 10:00 a.m. (Bids submitted by mail must be submitted by 

registered mail and must be received no later than October 14, 2026 at 5:00 p.m.） 

(7) For further details, please contact: Local Taxation Division of General Affairs, Gunma Prefectural 

Government, 1-1-1 Ote-machi, Maebashi-shi, Gunma-ken, 371-8570, Japan, Tel 027-226-2201(Japanese 

language only) 

 

 

 

 

 次のとおり落札者を決定した。 

  令和８年９月４日 

群馬県警察本部長 丸 山   潤   

１ 落札に係る特定役務の名称及び数量 県警ヘリコプター「あかぎ」アグスタ式Ａ１０９Ｅ型の耐空証明更新整

備及び無線局（航空機局）定期検査更新整備 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係 群馬県前橋

市大手町一丁目１番１号 

■ 落  札 
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３ 落札者を決定した日 令和８年７月２９日 

４ 落札者の名称及び所在地 中日本航空株式会社 愛知県西春日井郡豊山町大字豊場字殿釜２番地 

５ 落札金額 ４８，６２０，０００円 

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

７ 入札公告をした日 令和８年６月１６日 

 

 

 

 次のとおり落札者を決定した。 

  令和８年９月４日 

群馬県警察本部長 丸 山   潤   

１ 落札に係る物品等の名称及び数量  電子計算機等賃借（研修用電子計算機、ＧＰ－ＷＡＮ開発用サーバ等）  

一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係 群馬県前橋 

市大手町一丁目１番１号 

３ 落札者を決定した日 令和８年８月２７日 

４ 落札者の名称及び所在地 株式会社両毛システムズ 群馬県桐生市広沢町三丁目４０２５番地 

５ 落札金額 ４６，０６８，０００円 

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

７ 入札公告をした日 令和８年７月１７日 
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